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 所沢市の財政について、わかりやすくお伝えするために発行している所沢市財政トークス。 
 今号は、令和元年度決算について、「１ 所沢市の財政規模」「２ 歳入決算」「３ 歳出決算」

「４ 貯金と借金」「５ 指標でみる所沢市の財政」の５本立てでご紹介します。 

 財政に詳しい方も、普段あまりなじみのない方も、この機会に、所沢市の財政について新

しい発見をしていただき、興味を持っていただけたら幸いです。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第３１号「令和元年度決算」 

所沢市財務部財政課 令和２年９月発行 

 
 

 令和元年度決算額の、歳入歳出差引額（形式収支）は、60億円の黒字となりまし

た。この黒字額には、令和元年度から令和2年度に繰り越した事業の財源も含まれて

おり、その額は16億円に達します。この翌年度に繰り越した財源（16億円）を、先

ほどの形式収支から控除した額を実質収支といい、こちらも44億円の黒字となりま

す。1ヶ月の家計でいえば、来月払いのクレジットの引き落とし予定額を除いた分（赤

字）です。また、前年度の実質収支も繰越金として当該年度の歳入に引き継がれている

ので、実質収支からその額を除いたものを単年度収支といい、こちらも約５千万円の黒

字となります。なお、歳入、歳出には財政調整基金の積み立て額・取り崩し額が含まれ

ているので、そういった収支を調整する要素を除いた収支を実質単年度収支といい、そ

ちらは約3億 7千万円の赤字となりました。 

 

【普通会計】は、各自治体の財政状況を、相互に比較するために用いられる全国共通の

会計区分です。所沢市では、「一般会計」＋「下水道事業会計の一部」＋「土地区画整理

特別会計」が普通会計となります。 

 今号では、この【普通会計】で所沢市の決算をご紹介しています。 
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決算額の推移 

■ 歳入 ■ 歳出 
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繰入金・繰越金  
100 億 5,506 万円 8.5％ 
基金（貯金）の取り崩し額や、 
前年度からの繰り越し額 

使用料・手数料  
18 億 3,783 万円 1.6％ 
施設の使用料や証明発行手数料 
など 

市税  
534 億 7,684 万円 44.9％ 
市民の皆さんや法人に納めていた
だいた、市民税や固定資産税など 

国・県支出金  
280 億 3,551 万円 23.5％ 
特定の事業に対し、国や県から配分
された補助金など 

譲与税・交付金  
81 億 3,527 万円 6.7％ 
地方消費税や自動車取得税など、 
国や県が集めて市に交付される税金など 

地方交付税  
14 億 7,162 万円 1.2％ 
自治体の財政力に応じて、 
国から配分された収入 

市債  
136 億 7,053 万円 11.5％ 
道路や施設の工事などにあたり、 
国や銀行などから借り入れた額 

【 歳入総額 1,191 億 4,211 万円 】 

歳入は、平成 30 年度と比べると、約 128 億円の増となりました。このうち、大き

な要因となったのが、市債（約71億円の増）、国・県補助金（約32億円の増）です。 

特に割合の多かった市債につきましては、市民文化センター施設改修工事や小中学校

空調設備整備に対する借入れが、大きなウエイトを占めています。 

２ 

 

自主財源 

57％ 

依存財源 

43％ 

その他  
24 億 5,945 万円 2.1％ 
保育料やふるさと納税による寄附
金、その他の収入 
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【 歳出総額 1,130 億 7,459 万円 】 

歳出総額を所沢市の人口で割ると、１人当たりの金額は32万 8,521 円です。 

前年度と比較すると、37,716円の増額となりました。 

それぞれの目的別の内訳では以下のようになります。 

 

 

 

 

教育費 
128 億 9,268 万円 11.4％ 
学校の整備や運営、生涯学習、スポ
ーツ振興などに要した費用 

民生費 
468 億 1,408 万円 41.4％ 
高齢者福祉、障害者福祉、生活福祉、
児童福祉、母子福祉、国民健康保険
や介護保険の一部などに要した費用 

土木費 
111 億 1,608 万円 9.9％ 
道路や河川、公園の整備などに 

要した費用 

その他  
59 億 5,844 万円 5.3％ 
消防、議会運営、商業・産業・農業の振興、
災害復旧などに要した費用 
 

公債費 
66 億 1,320 万円 5.8％ 
国や銀行などから借り入れた 
市債の返済に要した費用 

民生費 13 万 6,011 円   総務費  4 万 6,055 円  衛生費  4 万 176 円  

教育費  3 万 7,458 円  土木費  3 万 2,296 円  公債費  1 万 9,214 円  
その他（消防費・議会費・災害復旧費・商工費・農林水産業費・労働費）  1 万 7,311 円 

３ 

衛生費 
138 億 2,816 万円 12.2％ 
健康増進、疾病予防、環境への取り
組み、ごみ収集・処理などにかかっ
た費用 

総務費 
158 億 5,195 万円 14.0％ 
市役所の運営、広報、選挙、市税の
賦課徴収などにかかった費用 
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令和元年度の歳出は、平成30年度と比較して、約15.7％の増額となりました。 

増額の大きな要因となったのは、総務費と教育費であった一方、災害復旧費は減額と

なりました。詳しくは、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 総務費とは、市役所の運営、広報、選挙、交通安全など、他部門に分類されない事

業に要する費用であり、平成30年度から約 45.9％増えました。 

 主な増額要因としては、市民文化センター施設改修に係る費用で、施設改修工事な

どで、約40億 4,300万円を要したことなどが挙げられます。 

 

 

 

 

 

 

学校の整備や運営、生涯学習、スポーツ振興などにかかる教育費は、平成30年度

から約 33.2％増えました。 

 主な増額要因としては、小中学校空調設備整備費に係る費用で、工事費などで約

30億 639万円を要したことなどが挙げられます。 

 

 

 

 

 

 

 暴風雨などの自然現象による災害の復旧にかかる災害復旧費は、平成30年度から

約 54.1％減りました。 

 主な減額要因としては、学校災害復旧費に係る費用によるもので、山口中学校擁壁

改修事業の復旧工事が完了したことにより、平成30年度から約 2億 887万円減額

となったことが挙げられます。 

  

 

 

 
４ 
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自治体の歳出は、３ページでご紹介した「目的別」と、このページでご紹介する、経

済的性質を基準として分類した「性質別」の２通りの分類方法により、集計されます。 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

グラフの真ん中にある「義務的経費」は、扶助費、人件費、公債費といった、支出が

義務付けられており、削減できない経費を指します。この経費の歳出総額に占める割合

を「義務的経費比率」といい、この率が高くなると、財政運営の自由度が下がり「財政

の硬直化」につながります。 

所沢市の義務的経費比率は、令和元年度で45.9％でした。（平成30年度は 51.2％、

平成 29年度は 53.0%でした） 

今回、義務的経費比率が、前年度と比較し減少した理由としましては、投資的経費の

普通建設事業費が大幅に増えたことにより、総額全体が膨らみ、義務的経費の割合が落

ちたことによるものです。 

補助費等  
124 億 6,669 万円 11.0％ 
各種団体への助成金のほか、市が支
払う保険料などの費用 

扶助費 
292 億 4,949 万円 25.9％ 
生活困窮者や障害者、児童等に対する
支援にかかった費用 

繰出金 
93 億 376 万円 8.2％ 
国民健康保険や介護保険の運営などの 
ため、一般会計から特別会計に繰り出した
費用 

物件費 
156 億 6,878 万円 13.9％ 
その他の項目に分類されないもの
で、消耗品費や旅費、委託料などに
かかった消費的な費用 

その他   
48 億 8,283 万円 4.3％ 
 

普通建設事業費 
188億 9,555万円 16.7％ 
道路や学校、その他の公共施 
設の改修などの建設事業にかか
った費用 
 

公債費 
66 億 1,320 万円 5.9％ 
国や銀行などから借り入れた 
市債の返済にかかった費用 

人件費  
159 億 9,429 万円 14.1％ 
職員の給与や議員の報酬などに 
かかった費用 
 

義務的経費 
45.9％ 

投資的経費 
その他の経 
費 
54.1％ 

５ 
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基金は、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立てるもので、自治体の貯金

とも言えるものです。 

所沢市の普通会計では、急激な歳入の減や、突発的な歳出の増に備えて積み立てる

「財政調整基金」、公共施設の整備を行う「施設整備基金」をはじめ、以下の14種類

の基金があり、必要に応じて、取り崩しや積み立てを行っています。 
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積立金が約 3億 39万円であったのに対し、取り崩し額は、1億円でした。 

道路の整備や修繕を着実に行うために使用する基金となりますので、引き続き、

適正な予算執行に努めていきます。 

 

 

 

 

前年度の繰越金（歳出と歳入の差額）による積立額が、約15億 2,241万円で

あったのに対し、取り崩し額は、約19億 5,147万円でした。 

当初予算編成の際に、例年より約10億円多く取り崩したことが、減額の要因と

して挙げられます。 

 

 

土地開発基金       入学準備貸付基金          福祉資金貸付基金 

交通遺児奨学基金       財政調整基金                  緑の基金  

道路整備基金     中心市街地再開発整備基金   小・中学生スポーツ振興基金 

施設整備基金       ふるさと応援基金    マチごとエコタウン推進基金 

    地域産業活性化基金      森林環境基金 

 

６ 
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公共施設の整備には、一時的に多額の費用が必要になります。これを、その年度の収

入だけで賄おうとすると、他の事業に財源が回らなくなってしまいます。また、公共施

設は、建設時の市民の方々だけでなく将来的に多くの方が利用するものです。 

こうしたことから、年度間の財源平準化や世代間の財政負担の公平性のため、市が国

や銀行などから、耐用年数に応じた期間で借り入れを行います。この借入額を「市債」

といいます。 
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借金（市債）の金額が身の丈に合ったものかを確認するための指標として、「実質公債

費比率」というものがあります。市の収入に対する、公債費（市債の返済額）の割合を

示したもので、25％を超えると、財政悪化の要因分析等を含む、財政を健全化するため

の計画（財政健全化計画）を定めなければなりません。この計画は、議会の議決を経て

定め、速やかに公表するとともに、総務大臣・都道府県知事へ報告しなければなりませ

ん。さらに、単独事業のための借入れが出来なくなるという制限も掛かります。 

所沢市の実質公債費比率は、2．6％であり、良好な状態であるといえます。 

 

 

平成 30年度と比較しますと、令和元年度の市債残高は、約73億円増えています。 

理由としましては、先にご紹介した、市民文化センター施設改修工事、及び小中学校

空調設備整備に係る多額の借入れが、新たに発生したことによるものです。 

上記でお示ししたとおり、実質公債費比率では良好な状態ですので、引き続き、指標

を注視し、適正な借入れに努めていきます。 

７ 
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自治体の決算では、全国の自治体で行われている決算の結果を、自治体同士で比較で

きるようにするため、全国共通の指標が用いられています。 

ここまで、５ページで「義務的経費比率」、７ページで「実質公債費比率」をご紹介

してきましたが、さらに２つの指標から、所沢市の財政状況を見ていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各市町村の規模ごとに、標準的な行政サービスや公共施設維持などに必要とされる

であろう経費（①基準財政需要額）と、収入が見込まれる税収など（②基準財政収入

額）を算出し、②÷①で出した数値の、過去３年分の平均値を「財政力指数」といい

ます。 

指数が「1」の場合、歳入と歳出のバランスが取れている状態であり、「1」より大

きいと歳入が歳出を上回り、自治体の収入のみで財政運営ができるものと見做されま

す。また、「1」より小さいと、歳出が歳入を上回るため、その差額分を国から地方

交付税交付金として支給されます。 

所沢市の財政力指数は、0.９71 で、これは県内40市の平均 0.869を上回る数

値となっています。 

なお、県内の市で１を超えたのは以下の3市で、生産年齢人口比率が高いことな

どにより、市税収入が大きいといった特徴を持っています。 

■埼玉県内市 BEST３ ① 戸田市（1.245） ② 和光市（1.063） ③ 八潮市（1.024） 

※所沢市︓第７位 

人件費、扶助費、公債費など毎年度経常的に支出される経費（経常経費充当一般財

源）に対し、市税、使用料など、毎年度経常的に収入される経費（経常一般財源）が

どのくらい使われているかを表す指標を「経常収支比率」といいます。 

 この指標では財政の弾力性を測ることができ、数値が大きいほど、自由に使えるお

金が少なく、財政の硬直化が進んでいるといえます。 

 所沢市は、平成30年度の 94.0%から少し上昇し、94.5%となりました。県内の

規模の近い自治体と比較しますと、川越市が94.5％、越谷市が 91.0％と、当市と

近い指標が示されています。 

 

 
８ 

 

 


